
表題

下線部が修正箇所である。

平成30年分　申告所得税標本調査

第１0表　租税特別措置法関連項目（参考）

正 誤

（その１）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

5 0 15 3 5,205 682 - - - - - -

4 0 12 3 4,973 663 - - - - - -

- - - - 72 7 - - - - - -

1 0 3 0 71 8 - - - - - -

- - - - 21 2 - - - - - -

- - - - 68 3 - - - - - -

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

214 17 160 43 17,032 7,034 - - 779 428 23,410 8,207

199 16 157 43 16,501 6,956 - - 756 419 22,602 8,100

7 1 - - 107 16 - - 7 2 193 26

5 0 3 0 319 37 - - 13 6 415 51

- - - - 13 1 - - 3 1 37 4

3 0 - - 92 24 - - - - 163 27

（その２）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

248,119 46,724 296 18 620 109 2,285 384 1,087 451 252,407 47,686

67,982 10,990 58 4 265 33 644 66 303 82 69,252 11,175

16,089 2,963 56 4 117 18 388 57 254 96 16,904 3,138

154,132 31,167 126 8 99 23 782 169 348 171 155,487 31,538

3,298 337 23 0 66 6 301 29 66 14 3,754 386

6,618 1,267 33 2 73 29 170 62 116 88 7,010 1,448

（その３）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

8,102 143 59,138 773 123,352 2,703 190,592 3,619

754 9 7,130 98 16,228 282 24,112 389

1,948 31 11,916 154 26,834 462 40,698 647

3,634 73 28,321 344 56,070 1,051 88,025 1,468

1,271 10 7,893 59 16,918 139 26,082 208

495 21 3,878 119 7,302 769 11,675 909

（注） 　第10表は調査項目に関する標本が僅少なため参考値であり、第１～９表とも関連しない。

革新的情報産業活用設備を
取得した場合の所得税額の

特別控除

措法10の２

他 の 区 分 に
該当しない所得

措法10の３

所得税の額から控除される
特別控除額の特例

第  １0  表　  租　税　特　別　措　置　法　関　連　項　目　（　参　考　）

所得者区分

試験研究を行った場合の
所得税額の特別控除

高度省エネルギー増進設備
等を取得した場合等の所得

税額の特別控除

中小事業者が機械等を
取得した場合の

所得税額の特別控除

地域経済牽引事業の促進
区域内において特定事
業用機械等を取得した

場合の所得税額の特別控除

地方活力向上地域等におい
て特定建物等を取得した場
合の所得税額の特別控除

措法10

事　業　所　得　者　等　の　特　別　控　除　関　連

特定の地域において雇用者
の数が増加した場合の所得

税額の特別控除

措法10の４ 措法10の４の２ 措法10の５

措法10の６

合 計

合　　計

措法10の５の２ 措法10の５の３ 措法10の５の４

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

措法10の５の５

特定中小事業者が経営改善
設備を取得した場合の所得

税額の特別控除所得者区分

雑 所 得 者

特定中小事業者が特定経営
力向上設備等を取得した場
合の所得税額の特別控除

雇用者給与等支給額が増加
した場合の所得税額の特別

控除

事　業　所　得　者　等　の　特　別　控　除　関　連　（　続　）

合 計

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

雑 所 得 者

他 の 区 分 に
該当しない所得

合　　計

措法41 措法41条の３の２ 措法41条の19の２ 措法41条の19の３ 措法41条の19の４

所得者区分

住　宅　関　係　特　別　控　除　関　連

住宅借入金等特別控除
特定増改築等住宅借入金等

特別控除
住宅耐震改修特別控除 住宅特定改修特別税額控除

認定住宅新築等
特別税額控除

合　　計

措法41の18②

合 計

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

雑 所 得 者

他 の 区 分 に
該当しない所得

措法41の18の２② 措法41の18の３

合 計

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

雑 所 得 者

他 の 区 分 に
該当しない所得

所得者区分

寄　附　金　特　別　控　除　関　連

政党等
寄附金特別控除

認定ＮＰＯ法人等
寄附金特別控除

公益社団法人等
寄附金特別控除

（その１）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

11 25 15 3 5,168 677 - - - - - -

10 25 12 3 4,937 657 - - - - - -

- - - - 72 7 - - - - - -

1 0 3 0 70 8 - - - - - -

- - - - 21 2 - - - - - -

- - - - 68 3 - - - - - -

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

213 17 159 43 16,910 6,976 - - 773 425 23,249 8,166

198 16 156 43 16,381 6,898 - - 750 416 22,444 8,058

7 1 - - 107 16 - - 7 2 193 26

5 0 3 0 317 37 - - 13 6 412 51

- - - - 13 1 - - 3 1 37 4

3 0 - - 92 24 - - - - 163 27

（その２）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

248,119 46,724 296 18 620 109 2,285 384 1,087 451 252,407 47,686

67,982 10,990 58 4 265 33 644 66 303 82 69,252 11,175

16,089 2,963 56 4 117 18 388 57 254 96 16,904 3,138

154,132 31,167 126 8 99 23 782 169 348 171 155,487 31,538

3,298 337 23 0 66 6 301 29 66 14 3,754 386

6,618 1,267 33 2 73 29 170 62 116 88 7,010 1,448

（その３）

人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額 人　員 金　額

人 百万円 人 百万円 人 百万円 人 百万円

8,102 143 59,138 773 123,352 2,703 190,592 3,619

754 9 7,130 98 16,228 282 24,112 389

1,948 31 11,916 154 26,834 462 40,698 647

3,634 73 28,321 344 56,070 1,051 88,025 1,468

1,271 10 7,893 59 16,918 139 26,082 208

495 21 3,878 119 7,302 769 11,675 909

（注） 　第10表は調査項目に関する標本が僅少なため参考値であり、第１～９表とも関連しない。

革新的情報産業活用設備を
取得した場合の所得税額の

特別控除

措法10の２

他 の 区 分 に
該当しない所得

措法10の３

所得税の額から控除される
特別控除額の特例

第  １0  表　  租　税　特　別　措　置　法　関　連　項　目　（　参　考　）

所得者区分

試験研究を行った場合の
所得税額の特別控除

高度省エネルギー増進設備
等を取得した場合等の所得

税額の特別控除

中小事業者が機械等を
取得した場合の

所得税額の特別控除

地域経済牽引事業の促進
区域内において特定事
業用機械等を取得した

場合の所得税額の特別控除

地方活力向上地域等におい
て特定建物等を取得した場
合の所得税額の特別控除

措法10

事　業　所　得　者　等　の　特　別　控　除　関　連

特定の地域において雇用者
の数が増加した場合の所得

税額の特別控除

措法10の４ 措法10の４の２ 措法10の５

措法10の６

合 計

合　　計

措法10の５の２ 措法10の５の３ 措法10の５の４

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

措法10の５の５

特定中小事業者が経営改善
設備を取得した場合の所得

税額の特別控除所得者区分

雑 所 得 者

特定中小事業者が特定経営
力向上設備等を取得した場
合の所得税額の特別控除

雇用者給与等支給額が増加
した場合の所得税額の特別

控除

事　業　所　得　者　等　の　特　別　控　除　関　連　（　続　）

合 計

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

雑 所 得 者

他 の 区 分 に
該当しない所得

他 の 区 分 に
該当しない所得

合　　計

措法41 措法41条の３の２ 措法41条の19の２ 措法41条の19の３ 措法41条の19の４

所得者区分

住　宅　関　係　特　別　控　除　関　連

住宅借入金等特別控除
特定増改築等住宅借入金等

特別控除
住宅耐震改修特別控除 住宅特定改修特別税額控除

認定住宅新築等
特別税額控除

合 計

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

雑 所 得 者

雑 所 得 者

他 の 区 分 に
該当しない所得

措法41の18の２② 措法41の18の３

合 計

事 業 所 得 者

不 動 産 所 得 者

給 与 所 得 者

所得者区分

寄　附　金　特　別　控　除　関　連

政党等
寄附金特別控除

認定ＮＰＯ法人等
寄附金特別控除

公益社団法人等
寄附金特別控除 合　　計

措法41の18②


